
〇羽島市法定外公共物用途廃止等に関する要綱 

令和６年３月２９日 

告示第５０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、法定外公共物の用途廃止、代替施設の設置、寄附及び交換に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において法定外公共物とは、次に掲げるもので市が所有又は管理す

るものをいう。 

⑴ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）を適用しない道路及びその附属物 

⑵ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）を適用又は準用しない河川並びに公共の

用に供せられる溝きょ、水路、湖沼、ため池等及びこれらの附属物 

（用途廃止の基準） 

第３条 法定外公共物の用途廃止は、次の各号のいずれかに該当する場合に行うこと

ができるものとする。 

⑴ 代替施設の設置により、存置する必要がなくなったと認められる場合 

⑵ 法定外公共物としての機能を失っており、存置する必要がないと認められる場

合 

⑶ 宅地造成等の地域開発により、その開発区域内に存在する法定外公共物で存置

する必要がなくなると認められる場合 

⑷ その他市長が存置する必要がないと認めた場合 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、法定外公共物

の用途廃止を行うことができないものとする。 

⑴ 代替施設が必要にもかかわらず、それを設置しない又は設置が完了していない

場合 

⑵ 用途廃止をしようとする法定外公共物の周辺に存する道路、水路等の機能を低

下させる場合 

⑶ 用途廃止をしようとする法定外公共物を他の公共施設用地として利用する計画

がある場合 

⑷ 用途廃止をしようとする法定外公共物に隣接する土地及び市長が必要と認める

近隣の土地の所有者その他の権利を有する者（以下「関係土地所有者等」という。）



の承諾又は次条第１項第７号に規定する者からの同意が得られない場合。ただし、

承諾又は同意を得ることが困難である正当な理由があると市長が認めた場合は、

この限りでない。 

⑸ 用途廃止をしようとする法定外公共物に占用物件があり、用途廃止をすること

について当該占用物件の管理者の同意が得られない場合 

⑹ その他市長が用途廃止をすることが適当でないと認めた場合 

（用途廃止の申請） 

第４条 法定外公共物の用途廃止をしようとする者は、法定外公共物用途廃止申請書

（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。た

だし、書類が添付できないことにつき相当な理由があると市長が認める場合は、こ

の限りでない。 

⑴ 位置図 

⑵ 現況平面図 

⑶ 公図の写し 

⑷ 求積図 

⑸ 各筆調書（別記第２号様式） 

⑹ 関係土地所有者等用途廃止承諾書（別記第３号様式） 

⑺ 次に掲げる場合について、それぞれに定める者の用途廃止同意書（別記第４号

様式） 

 ア 第２条第１号に規定する法定外公共物の場合 自治委員 

 イ 第２条第２号に規定する法定外公共物の場合 自治委員、農地利用最適化推

進委員、農事改良組合長、水利委員及び土地改良区 

⑻ 買受誓約書（別記第５号様式） 

⑼ 占拠事情調書（別記第６号様式） 

⑽ 占用物件調書（別記第７号様式） 

⑾ 現況写真、写真撮影方向図 

⑿ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、原則として用途廃止をしようとする法定外公共物に隣接する土地に土

地使用の権原を有する者とする。 

３ 申請に要する費用は、申請者の負担とする。 

（用途廃止の決定） 



第５条 市長は、前条の申請があった場合は、別に定める審査基準及び現地調査に基

づきこれを審査し、用途廃止を行ったときは、法定外公共物用途廃止通知書（別記

第８号様式）により申請者へ通知するものとする。 

２ 用途廃止をした法定外公共物で行政財産として区分されていたものは、法定外公

共物用途廃止に伴う財産の所管換え通知書（別記第９号様式）により、建設部から

総務部へ所管換えするものとする。 

（代替施設の設置） 

第６条 法定外公共物の代替施設は、次に掲げる要件に適合するものである場合に設

置することができる。 

⑴ 従前の法定外公共物の機能を低下させるものでないもの又は代替施設としてそ

の機能を十分果たせるもの 

⑵ 市に寄附又は交換できるもの 

（代替施設設置の申請） 

第７条 法定外公共物の用途廃止申請を行うため、当該法定外公共物の代替施設の設

置をしようとする者は、法定外公共物代替施設設置申請書（別記第１０号様式）に

次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。ただし、書類が添付で

きないことにつき相当な理由があると市長が認める場合は、この限りでない。 

⑴ 位置図 

⑵ 現況平面図 

⑶ 公図の写し 

⑷ 求積図（新旧） 

⑸ 各筆調書 

⑹ 関係土地所有者等代替施設設置承諾書（別記第１１号様式） 

⑺ 次に掲げる場合について、それぞれに定める者の代替施設設置同意書（別記第

１２号様式） 

ア 第２条第１号に規定する法定外公共物の場合 自治委員 

 イ 第２条第２号に規定する法定外公共物の場合 自治委員、農地利用最適化推

進委員、農事改良組合長、水利委員及び土地改良区 

⑻ 占拠事情調書 

⑼ 占用物件調書 

⑽ 工事計画説明書 



⑾ 工事設計書 

⑿ 土地利用計画平面図 

⒀ 縦断図・横断図・構造図（新旧） 

⒁ 代替施設の断面を決定した理由及び根拠となる計算書（第２条第２号に規定す

る法定外公共物に限る。） 

⒂ 代替地の登記事項証明書 

⒃ 現況写真、写真撮影方向図 

⒄ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、原則として用途廃止をしようとする法定外公共物に隣接する土地に土

地使用の権原を有する者とする。 

３ 申請に要する費用は、申請者の負担とする。 

（代替施設設置の許可） 

第８条 市長は、前条の申請があった場合は、別に定める審査基準及び現地調査に基

づきこれを審査し、許可すべきものと認めたときは、法定外公共物代替施設設置許

可書（別記第１３号様式）により申請者に通知するものとする。 

（工事完了の届出） 

第９条 前条の許可を受けた者は、工事完了後速やかに工事完了届（別記第１４号様

式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 （代替施設の譲渡） 

第１０条 前条に規定する工事完了届を提出し、市長の承認を受けた者は、寄附、交

換又はその両方により代替施設を市へ譲渡しなければならない。 

（寄附の申込み） 

第１１条 代替施設を寄附する者は、代替施設寄附申込書（別記第１５号様式）に次

に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

⑴ 位置図 

⑵ 公図の写し 

⑶ 登記事項証明書 

⑷ 地積測量図 

⑸ 土地利用計画平面図 

⑹ 縦断図・横断図・構造図 

⑺ 現況写真、写真撮影方向図 



⑻ 登記承諾書兼登記原因証明情報 

⑼ 印鑑登録証明書（法人にあっては、法人番号が確認できるもの） 

⑽ その他市長が必要と認める書類 

２ 申込者は、前項の申込書を市長に提出するときは、第４条第１項に規定する法定

外公共物用途廃止申請書を併せて提出しなければならない。この場合において、申

請書に添付する書類のうち、同項第６号及び第７号に掲げる書類については、第７

条第１項に規定する法定外公共物代替施設設置申請書の提出時から変更がない場合

は、省略することができるものとする。 

３ 申込みに要する費用は、申込者の負担とする。 

（寄附の承諾） 

第１２条 市長は、前条の申込みがあったときは、これを審査し承諾すべきものと認

めたときは、代替施設寄附承諾通知書（別記第１６号様式）により申込者に通知す

るものとする。 

（交換） 

第１３条 市長は、次のいずれかに該当するときは、代替施設の設置により用途廃止

をした法定外公共物と代替施設を交換することができるものとする。 

⑴ 交換受地と交換渡地が同価格であるとき。 

⑵ 交換受地の価格が交換渡地の価格を上回る場合は、その差額が交換受地の価格

の６分の１以内で、かつ、交換差金請求権放棄について代替施設設置者の同意が

得られるとき。 

⑶ 交換渡地の価格が交換受地の価格を上回る場合は、その差額が交換渡地の価格

の６分の１以内で、かつ、交換差金の納入について代替施設設置者の同意が得ら

れるとき。 

２ 市長は、第７条の申請があったときは、前項の規定に基づき交換の適否を審査す

るものとする。 

（交換の処理） 

第１４条 市長は、前条において交換することが適当と認めたものについて、羽島市

財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例（昭和３９年羽島市条例第３号）及

び羽島市公有財産及び債権の管理に関する規則（昭和３９年羽島市規則第９号）の

規定に基づき処理をするものとする。 

（委任） 



第１５条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 


